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   広島市建設工事等競争入札参加資格者指名停止審査会設置要領 

（平成８年４月１日制定・令和５年３月３１日最終改正） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、建設工事及び建設コンサルタント業務等に係る競争入札参加資格者に

対して指名停止の措置を行うに際し、広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成

８年４月１日施行。以下「要綱」という。）第８条の２第１項の規定により事前に審査を行

わせるため、広島市建設工事等競争入札参加資格者指名停止審査会の設置及び審査の対象

となる指名停止の措置並びに構成その他必要な事項について定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 要綱第８条の２第２項の規定に基づき、広島市建設工事等競争入札参加資格者指名

停止審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

 （審査の対象となる指名停止の措置） 

第３条 審査会において審査の対象とする事案は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 要綱別表各号に規定する措置要件のうち、期間が長期及び短期をもって定められてい

るものを適用しようとする事案 

 ⑵ 要綱第４条第４項から第６項までの規定を適用しようとする事案 

 ⑶ 広島市競争入札参加資格者指名停止措置運用基準（平成１６年６月１日施行）第５の

７の⑷のただし書の規定を適用しようとする事案 

 ⑷ 要綱第５条の規定を適用しようとする事案 

 ⑸ その他財政局長が特に必要と認める事案 

２ 前項の規定にかかわらず、財政局長が別に定める事案又は物品等に係る契約の競争入札

参加者の資格等に関する要綱（平成９年９月１２日施行）第１２条に規定する広島市物品

等競争入札参加資格者指名停止審査会において審議決定された事案にあっては、審査会の

審査を省略することができる。 

 （構成等） 

第４条 審査会は、次に掲げる者をもって構成する。 

   財政局長 

   都市整備局長 

   都市整備局指導担当局長 

   道路交通局長 

   下水道局長 

２ 審査会に会長及び副会長を置き、それぞれ財政局長、都市整備局長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 審査会は、会長が招集する。 

２ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

 （持回り審議） 

第６条 会長は、やむを得ない事情がある場合、会議を開催することに代えて、書類の持回

りの方法により、各委員の表決を求めることができる。 

２ 前項の場合において、前条第２項及び第３項の規定の適用については、表決に参加した

者を出席した者とみなす。 

（関係職員の出席等） 
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第７条 会長は、必要があると認めるときは、関係職員に対し資料の提出を求めるほか、会

議への出席を求め、その意見又は説明を求めることができる。 

 （庶務） 

第８条 審査会の庶務は、財政局契約部工事契約課において処理する。 

 （委任規定） 

第９条 この要領に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要領は、平成８年４月１日から施行する。  

附 則 

この要領は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１５年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１６年４月７日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１６年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月２３日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要領は、決裁のあった日（平成２５年３月２９日）から施行する。 

附 則 

 この要領は、決裁のあった日（平成２５年５月２８日）から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、決裁のあった日（平成２８年１２月２２日）から施行する。 

   附 則 

 この要領は、決裁のあった日（令和元年７月１０日）から施行する。 

附 則 

 この要領は、決裁のあった日（令和４年３月３１日）から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 


